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Agenda

● Digital Platformer株式会社の紹介

● 短期的な戦略

● 中長期的な戦略



Welcome
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Digital Platformer 株式会社

● 給与支払いに連動し、地域を循環し活性化させる「デジタル通貨
の発行プラットフォーム」を地方自治体や金融機関に提供

● ソラミツは出資者の一社

- 本社所在地：東京都新宿区四谷1-1-2 四谷見附ビル5階
- 設立：2020年4月24日 代表者：代表取締役 CEO 山田芳幸
- 資本金（準備金含む）：1億3500万円（2021年3月現在）



● 国際標準化団体「Linux Foundation」のブロックチェーンプロジェクト「HYPERLEDGER」において、ブロックチ
ェーン基盤「HYPERLEDGER IROHA」が商用基準として採択

● カンボジア国立銀行が、中央銀行デジタル通貨Bakong（バコン）の基盤に「HYPERLEDER IROHA」を採用
● Bakongをダウンサイジングし、会津大学内のデジタル通貨白虎/Byaccoとして、運用開始
● Bakongと白虎/Byaccoで得たノウハウをもとに、デジタル通貨発行サービス「LITA（リタ）」を開発
● 磐梯町が、デジタルにてプレミアム付き商品券を発行するにあたり、LITAを採用
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Family Tree

ブロックチェーン基盤 デジタル通貨 SaaS

ブロックチェーン基盤

ブロックチェーンプロジェクト

技術コンソーシアム

カンボジア 中央銀行デジタル通貨
Bakong (バコン )

会津若松 会津大学内デジタル通貨
白虎/Byacco

Digital Currency as a Service

採用事例

福島県磐梯町
令和3年度磐梯デジタルプレミアム商品券
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・The Linux Foundation の Hyperledger PJはIBM、Intel
、Soramitsuを全世界260社から選択

・Hyperledger Irohaは、セキュリティ・安定性・耐久性
などのテストに合格し政府や⾦融機関、企業が安⼼して利
⽤できる商⽤バージョンV1.0として正式認定し全世界にリ
リース

・オープンソースのため無償、政府や⾦融機関などのセキ
ュリティ監査などに対応

2019年5⽉ ⽇本発の技術が、オープンソース・ブロックチェーンの世界標準候補に

2019/05
V1.0 
商⽤バージョン

2017/03
V0.75
Release

2017/12
V1.0 alpha

2016/05
Joined 
Hyperledger 

2016/10
Incubation
Hyperledger 

2017/04
Active
Hyperledger 

2018/12
V1.0.0 RC1

1年半をかけて安定性・耐久性を徹底的に向上
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Family Tree
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世界初のブロックチェーン・中銀デジタル通貨の正式運用

・2020年10月28日に、カンボジア国立銀行は中銀デジタル通貨「バコン」の正式運用開始
・開始から10ヶ月で５９０万人（国民の1/3）が、銀行間決済、送金、店舗支払い等に活用
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太平洋・島サミットで発言する菅義偉前首相 

フィジーなど太平洋に浮かぶ島国の 4 カ国がデジタル通貨の開発・検討に入った。カンボジアの

デジタル通貨の開発に携わったソラミツ（東京・渋谷）と発行に向けた調査を始める。経済がデジ

タル化するなかで、小国にも中央銀行によるデジタル通貨（CBDC）の流れが波及してきた。 

内閣官房から大洋州諸国の金融インフラ調査・分析を NTT データ経営研究所が受託し、一部業

務をソラミツが請け負う。調査対象になるのは、フィジーのほか、ソロモン諸島、トンガ、バヌアツの

4 カ国。いずれも島国で、現金の輸送に船などを使っている。 

まず、4 カ国の金融機関同士の決済の実情やキャッシュレスの普及状況、資金移動業者の役割

などについて調査・分析する。その上で、ソラミツがカンボジアの中央銀行と共同開発した「バコ

ン」のようにデジタル通貨を実際に導入できるかどうかを検証する。 

 

ラオス、デジタル通貨検討 日本の新興ソラミツが支援	

 
ソラミツはカンボジアに続き、ラオスでもデジタル通貨の開発を支援する（2020 年 10 月、カンボジア

のデジタル通貨「バコン」の開始式典）=共同 

東南アジアのラオスはデジタル通貨の開発検討に入った。ラオス中央銀行が 10 月にも、カンボジア

のデジタル通貨の開発に携わった日本のソラミツ（東京・渋谷）と発行に向けた調査を始める。経済で
密接につながる中国の通貨・人民元の存在感が増すなか、使い勝手を高めて自国通貨の利用を促

す。 

ラオス中央銀行はこのほど、中央銀行が発行するデジタル通貨（CBDC）の調査について国際協力機
構（JICA）と覚書（MOU）を交わした。デジタル通貨なら流通状況など自国経済の現状把握に必要なデ

ータも取得しやすい。 

ソラミツはラオスにおける銀行・資金移動業者の役割や、誰もが金融サービスを受けられる「金融包
摂」の潜在性などについて調査を受託する。ラオスが CBDC の発行を決断した場合、ソラミツが開発

に携わる可能性がある。 

 

ラオスでソラミツwithMRIが調査開始、フィジー・トンガ等太平洋諸島においてもソラミツ
withNTTデータ経営研究所が調査開始



採用実績と検討中
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項番 項目 内容

１ 採用実績

• 大阪府 大阪豊野町役場を発行者としたDID・デジタル商品券（2022年３月）
• 東京都 証券会社従業員を対象としたデジタル通貨（2021年11月）
• 福島県磐梯町 地域デジタル商品券（2021年7月）
• 福島県会津若松市 会津大学 地域デジタル通貨 Byacco/白虎（2020年7月）
• カンボジア 中央銀行発行デジタル通貨 バコン（2020年10月）
• インドネシア銀行 デジタルIDシステム（2019年5月）
• あいおいニッセイ同和損保 デジタル通貨決済・契約管理システム（2018年11月）
• モスクワ証券取引所 デジタル通貨決済・証券保管振替システム（2018年10月）
• 楽天証券 デジタルIDシステム（2017年2月）

２ 検討中

• 東京都 大手銀行従業員を対象としたデジタル通貨（2022年4月）
• 東京都 クレジットカード会社の加盟店を対象としたエリア限定のデジタル地域通貨（2022年）
• 福島県 一般企業発行のデジタル地域通貨（2022年）
• 東京都 東京海上日動と少額短期保険のデジタル通貨決済
• 福岡県 自治体を発行者としてデジタル通貨
• 茨城県 自治体を発行者としてデジタル通貨
• 仙台市 東北大学と共同でのスマートシティ、デジタル通貨とデジタルIDの検討
• 大阪府 大阪商工会議所、大阪万博パビリオンとのデジタル通貨とデジタルIDの検討
• 京都市 副市長とデジタル商品券・デジタル通貨の検討会
• 広島県 瀬戸内７県でのデジタル通貨をDMOメンバー参加の自治体と地銀との協議



Our Product（デジタル地域通貨）

受け取る（加算）
• 利用者：入金
• 店舗：受領

送る（減算）
• 利用者：支払
• 店舗：精算

（１）金額を入力・QRコードを表示

（２）QRコードの読み取り・金額確認
（３）「送る」ボタン押下

¥ （４）入力金額相当のデジタル通貨が移動

● デジタル通貨が提供する、誰でも簡単に使えるシンプルな機能

● 「送る」・「受け取る」の二つの行為を中心としたシンプルな構成
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Decentralized ID + Password-less World 
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● 「多要素認証」＋「DID」という新たなクレデンシャルによる強固な認証の実現。それにより、世の中をパスワー
ド管理コストから解放したい。そして、その先にデジタル通貨というサービスを提供したい

多要素認証

■ eKYC
• Identification Card 認証による身元確認

■デバイス認証
• SMS認証によるスマートフォンのデバイ
ス確認

■生体認証
• 指紋認証などによる利用者自身の確認

Decentralized ID

その後に起こる地域で起こるあらゆる
登録や認証を、DIDひとつで簡単に

（ユニバーサルID）

Digital Currency

世の中をパスワード管理コストとお金の移動コストから解放する

すべてのステークホルダー間を「送
る・受け取る」がつながり、循環する

新しいデジタル決済



本人確認済み共通デジタルID(分散型ID)の発行
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・マイナンバーカード、運転免許証、運転経歴証明書、パスポート、自己申告などに対応

マイナンバーカードを
スマホで読み取り

共通デジタルID(分散型ID)生成

運転免許証など

自己申告

セルフィー

共通デジタルIDで各種データを横串連携
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MyDID（マイ ディーアイディー）とは・・・？

MyDID・・・スマホに入れて持ち歩く、新しい時代の身分証明書
② スマホ内のお財布「とよのんウォレット」活用でお得がいっぱい

③ MyDID一つで様々なサービスにログインが可能（将来） ④ 様々な企業で発行しているID/Passを一つにおまとめ（将来）

・氏名／生年月日／住所
・メールアドレス
・電話番号 など
→ブロックチェーンで厳重に管理

個人情報が特定の企業やサービスに帰属しないため
悪用される危険性が少ない

①「自分専用」に発行されたデジタル上の身分証明書

とよのんウォレットの設定時に
My DIDが発行される

ブロックチェーン技術でプライバシーを保護、より便利で安全に個人情報を管理する仕組み

プレミアム付きデジタル商品券や
豊能町独自ポイントの利用が可能

に

とよのん
コンシェルジュ

イベント

健康

教育

支払Personal Link

MyDIDでログインすれば
あとはサービスごとにID/パスワードを設定する必要がない

（現状）各サービス毎に
ID/Passを発行して管理

様々なIDを一つにまとめて
自分の情報を整理できる



豊能町PJの概要：MyDID
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とよのんウォレット（DP提供）
①DIDの発行

Personal ‒Link（OZ1社）
①個人情報取得
・氏名
・生年月日
・性別（任意）
・本人確認番号
・ユーザー名
・Eメール
・電話番号
・住所
・パスワード
を取得してDID*を発行

③デジタル地域通貨アプリの
Eメールアドレス／パスワード
で認証
個人情報提供の利用規約に
同意し次へ

②個人情報は
DP社のサーバーに格納

④Open ID Connectで接続

⑤Open ID Connect4IDA
の仕様に従い個人情報を提供

個人情報提供
・氏名
・住所
・電話番号
・Eメール
・DID
・IEAレベル*

⑥個人情報を表示
保存しない
Eメールアドレス
DIDのみ保存

*DID = did:lita:uuid(32桁のユニークな個人識別番号)

*IEAレベル = １（自己申告）

地域通貨ウォレット／MyDIDの発行を行う
システム・アプリケーション

とよのんウォレット
アプリで登録した
Eメールアドレス
パスワードを入力
してください

パスワード

Eメールアドレス

利用規約に同意し次へ
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とよのんウォレット（DP提供）
②デジタル通貨・デジタル商品券（ポイント）の発行・利用

②デジタル地域通貨
（商品券／ポイント）
・使う
・受け取る
・残高照会
・利用明細表示

①個人情報取得
・氏名
・生年月日
・性別（任意）
・本人確認番号
・ユーザー名
・Eメール
・電話番号
・住所
・パスワード
を取得してアカウント登録

利用規約
の表示

プライバシ
ー

ポリシー

地域通貨ウォレット／MyDIDの生成を行う
システム・アプリケーション

豊能町PJの概要：とよのんウォレット
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とよのんコンシェルジュ（OZ1提供）
豊能町スマートシティPJにおけるポータルアプリ

豊能町PJの概要：「とよのんコンシェルジュ」と「とよのんウォレット」

とよのんウォレット（LITA）
①MyDIDの発行

②デジタル通貨・商品券（ポイント）の発行・利用

支払い

STEP1（6月ローンチ）
・とよのんコンシェルジュ内に支払いのボタンを設置
・Deeplinkでとよのんウォレットアプリに遷移させる

STEP2（10月にβ版アップ→23年2月くらいにローンチ）
・とよのんコンシェルジュ内で支払いができるようにする
（LITAの機能をWebアプリ化、ブラウザで動くようにす
る？）



デジタル地域通貨、デジタル商品券などを１つのウォレットで
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・大阪豊野町で4月開始、住民限定のプレミアム付商品券、給付金の受取、転々流通、即時決済など
共通デジタルIDで購買履歴などデータ連携

デジタル地域通貨
プレミアム付商品券
ふるさと納税感謝券
健康ポイントなど
複数のサービスを
１つのウォレットで管理
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● （青） LITAプラットフォーム内の開発・運用
● （黄） アセット管理者・サービスサプライヤーに対するサービス提供

LITA
DID

LITA
Digital
Assets

LITA 
Gateway

Hyperledger Iroha

LITA API/SDK

外部連係
サービス

u 勤怠・給与計算
u 会計
u 海外送金
u 為替
u ローン
u 保険
u SCM (Supply Chain 

Management)
u EDI (Electric Data 

Interchange) 
u 価値交換
u 信用スコアリング
u マイナンバー
u 運転免許
u パスポート

など

Web /ネイティブ・アプリケーション

アセット管理者・サービスサプライヤー アプリケーション

LITA
System 

Management

LITA 
Common 

Application 
Parts

Business Model

Byacco
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● 従来のキャッシュレス決済や地域通貨は、利用者と店舗の間の決済の利用に限定
● 地域デジタル通貨の発行により、地域のステークホルダーすべての間を「送る・受け取る」で繋ぎ、あたかも

現金のように循環する新しいデジタル決済を提案（複数回流通型）

¥

¥

¥

¥

¥

地域銀行
（発行者）

勤務先
企業

従業員
と家族

店舗

地方自治体、保険、証券、
不動産、医療、交通など

銀行
利用者

(Customer)

加盟店舗
(Business)

キャッシュレス
事業者

（１）銀行口座からのチャージ手続き

（２）利用者認証・利用内容確定

利用者
取引銀行

キャッシュレス
事業者取引銀行

加盟店舗
取引銀行

（３）取扱金額精算手続き

（４）加盟店への振込指示

（５）精算金着金通知

（A）チャージ
金額移動

（B）加盟店
精算金額移動

従来のキャッシュレス決済が
カバーしていた範囲
（B to C決済）

従来のキャッシュレス決済(B to C決済) 新たに提案する地域デジタル通貨

Product



● 給与振込というお金の入り口・蛇口を押さえる。そして、コミュニティ内でデジタル通貨を循環させる
● コミュニティ外への消費活動への互換性は持つ。しかし、そこでの競争には参加しない
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個人 個人

事業者 事業者

自治体

勤務先
B2E

B2C

C2C

B2BG2C
G2B

B2B
B2C

現金化

納税

他地域発行の
デジタル通貨

キャッシュレス
事業者へチャージ

給与支払 コミュニティ内のデジタル通貨の循環 コミュニティ外の消費

お金の入り口・蛇口
を押さえる

新しい豊かさを生み出し
コミュニティ内に蓄積させる

レッドオーシャンでは
競争をしない

外部連携サービス
（給与計算・経費精算、保険、物販、B2B決済など）

Product
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⼀部の企業は制度改正をにらみ、動き始めている。東京海上⽇動⽕災保険はフィンテック企業の
ソラミツ（東京・渋⾕）やデジタルプラットフォーマー（東京・新宿）と組み、電⼦マ
ネーで保険料を⽀払える仕組みを整える。病気にかかって仕事を休んだ場合の所得減などに備え
る損害保険商品で、将来的には電⼦マネーで補償⾦を受け取れるようにする構想もある。電⼦マ
ネーで給与を⽀払う企業の従業員が加⼊対象で「中⼩企業の需要に応える」（東京海上⽇動デジ
タルイノベーション部の⼤沢冬樹⽒）という。

⽇本経済新聞 2020/9/8 電⼦版
電⼦マネーで給与受け取り 規制緩和へ議論進む

2020/9/8 プレスリリース発信
デジタル通貨ウォレットからオンラインで保険加⼊する仕組み構築
- Digital Platformerと東京海上⽇動 業務提携
来たるデジタルマネーでの給与⽀払い解禁に対応するため、ソラミツ株式会社のオープンソース・
ブロックチェーン「ハイパーレジャーいろは」を使⽤し、様々な⾦融サービスのDX(デジタルトラン
スフォーメーション)を実現するLITAプラットフォームを低コストで提供するDigital Platformer株式
会社（代表取締役社⻑：⼭⽥芳幸、本社：東京都新宿区、以下DPという）は東京海上⽇動⽕災保険
株式会社（取締役社⻑：広瀬伸⼀、本社：東京都千代⽥区、以下東京海上⽇動という）と業務提携
を結びました。東京海上⽇動とDPの提携により、LITAを通じて⾦融機関が発⾏するデ
ジタルマネーを使ってウォレットから簡単に保険加⼊できる仕組みを構築し、「誰でも
気軽にファイナンシャルサービスを受けられる社会の実現」を⽬指します。

Source | https://www.nikkei.com/article/DGXMZO63459530U0A900C2000000/

Press
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デジタルID/デジタル地域通貨ワークショップ

(1)11/4 Wed キックオフミーティング ⼤阪商⼯
会議所主催、
DNP様、りそな銀⾏様、MRI様、 ソラミツ・
Digital Platformer 

(2)2022,3⽉ ⼤阪豊野町でコンパクトスマートシ
ティ開始

(3)⼤阪府内⾃治体（河内⻑野１４等）で共通地
域クーポン3⽉〜実施予定

Press
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Press

Source | https://www.town.bandai.fukushima.jp/site/dx/digital_currency.html

デジタル地域通貨の導入により、行政コストの削
減を目指すとともに、地域内での通貨流通を図る
ことにより、地域経済をさらに活性化さ
せてまいります。



24

高齢者がスマートフォンを片手に、タクシ

ーの配車や買い物サービスを自由自在に使
いこなす。町民のおよそ2人に1人が高齢者
の大阪府豊能町で、少子高齢化による社会
課題をスマホアプリで解決する試みが始ま
ろうとしている。人口減少が続く町の活気
を、IT（情報技術）を活用した「スマート
シティー」で取り戻す狙いだ。
豊能町が導入するのは独自のスマホアプリ
「とよのんコンシェルジュ」。町民一人ひ
とりがメールアドレスやパスワードを設定

して個別のアカウントを作成してアプリに
ログインすると、町内で活用できる様々な
サービスがまとめて確認できる。2021年度
中にアプリを実装する予定だ。

とよの
ん

ウォレ
ット

Press
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環境価値移動に関するトレーサビリティ



リアル（万博会場内）

リアル（万博会場外） バーチャル
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SDGs、
CN行動

健康行動、
健康データ

大阪コイン
チャージ

Team Expo
参加

独自商品
購入

周辺観光寄付ポイント譲渡
チケット
購入

混雑緩和
行動

飲食
物販

上記は現企画時点での万博会期中におけるイメージ

環境チャレンジ 健康チャレンジ 万博イベント参
加

ポイント付与 コイン増加 コイン・ポイント利⽤ ポイント付与

コイン利⽤ポイント付与コイン・ポイント利⽤

Blo
ck
#6
2

Blo
ck
#6
3

Blo
ck
#6
4

Blo
ck
#6
5

Blo
ck
#6
6

Blo
ck
#6
7

Blo
ck
#6
2

Blo
ck
#6
3

Blo
ck
#6
4

Blo
ck
#6
5

Blo
ck
#6
6

Blo
ck
#6
7

Blo
ck
#6
2

Blo
ck
#6
3

Blo
ck
#6
4

Blo
ck
#6
5

Blo
ck
#6
6

Blo
ck
#6
7

価値移転/コントロール価値移転/コントロール 価値移転/コントロール

コンテンツ参加
投げ銭

EC決済

ボランティア
参加

消費喚起

⾏動変容、地域活性化を促すデジタル地域通貨・ポイント

SDGs貢献来場促進

Ø プラットフォーム上で原資や⽤途の異なる複数の通貨・ポイント機能を発⾏・管理します。
Ø ポイント付与を動機付けとしたSDGs活動や健康⾏動の誘発、消費喚起、万博イベントへの参加促進等、万博会期前
後、会場内外含めて様々な活動への波及効果を⽣み出します。

Strictry confidential
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万博首長連合ビジョン | 
『2025年日本国際博覧会』を日本中が輝く舞台に スーパーシティ MaaS

地域経済循環型 防災レジリエンス

スマートヘルスケア スマートホーム

- Common Earth Metaverse -

民発官助で
国際標準化

『万博首長連合』に参加する581団体（421市/138町/22村）に加えて、旧ホストタウンも巻き込み、

地球版パブリック・メタバースを構築

子供たちは仮想の街で「夢」と「希望」を取り戻し、本物の未来の街づくりに繋げていく

⾏動変容、地域活性化を促すデジタル地域通貨・ポイント2 （メタバース）
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個人がスマホで撮影した
画像を「RIVテク」で
簡単にメタバース化

我が街

古都

都会

観光地

RIVテクを使ったメタバースの例
動画を

ご参照ください

世界的ゲームクリエイター田畑端氏が率いるJP GAMESが開発した誰もが簡単に

メタバースを構築できる技術「RIVテク※」で実現

⾏動変容、地域活性化を促すデジタル地域通貨・ポイント2 （メタバース）



ありがとうございました


